
 

 

 

令和５年９月１９日 

 報道機関各位 北 九 州 市 環 境 局 
 

循環型社会・脱炭素社会の実現に向けた 

「環境技術の研究」を支援します！ 
 

～令和５年度 北九州市環境未来技術開発助成事業 ８件を交付決定～ 

 
北九州市では、「循環型社会」及び「脱炭素社会」の実現に向けた、市内の環境技術の集

積及び環境産業の振興のため、新規性、独自性、実現性の高い「環境技術」の研究に対して、

研究開発費の一部を助成する「環境未来技術開発助成事業」を実施しています。 

４月１７日（月）から５月１９日（金）まで研究テーマの募集を行い、有識者により構成

される北九州市環境未来技術検討会において審査した結果、８件に助成金を交付することに

なりました。 

記 
 

１ 助成研究（詳細は別紙１のとおり） 

 【新規】６件 

（１）（一社）日本グリーン LP ガス推進協議会 

・二酸化炭素と水素からのグリーン LP ガス直接合成技術の開発 
 

（２） 日本磁力選鉱（株） 

・北九州市内で回収される二次電池及び電子タバコ（加熱式を含む）の性状調査 

及び適正なリサイクル方法の検討 
 

（３）（株）アステック入江 

    ・低品位基板からの貴金属回収 
 

（４）（株）JEPLAN 

・繊維 to 繊維の実現に向けた混紡繊維熱分解ガス化に係る研究開発 
 

（５） 国立大学法人九州工業大学 

・もみ殻灰を原料とするジオポリマー用けい酸アルカリ溶液および活性フィラー 

の製造技術 
 

（６） シャボン玉石けん（株） 

・重油の吸着効果と洗浄効果を併せ持つ石けん系重油除去剤の開発 
 

【継続】２件（希少金属・資源リサイクル１件、プラスチック１件） 

 

２ 事業概要  別紙２のとおり 

 

３ 助成金額  総額４,７６０万円 

【問合せ先】 

環境局環境イノベーション支援課 

電話：０９３-５８２-２６３０ 担当：正野、濵邉
は ま べ

 

市政、経済・金融記者クラブ同時発表 



重点分野 研究名 代表研究者 共同研究者

脱炭素
二酸化炭素と水素からのグリーンLPガス直接合
成技術の開発

（一社）日本グリーンLPガス
推進協議会

北九州市立大学

希少金属・資
源リサイクル

北九州市内で回収される二次電池及び電子タバ
コ（加熱式を含む）の性状調査及び適正なリサイ
クル方法の検討

日本磁力選鉱㈱ なし

希少金属・資
源リサイクル

低品位基板からの貴金属回収 ㈱アステック入江 なし

希少金属・資
源リサイクル

繊維to繊維の実現に向けた混紡繊維熱分解ガ
ス化に係る研究開発

㈱JEPLAN なし

省エネ
もみ殻灰を原料とするジオポリマー用けい酸アル
カリ溶液および活性フィラーの製造技術

国立大学法人九州工業大学 AGCエスアイテック㈱

重油の吸着効果と洗浄効果を併せ持つ石けん
系重油除去剤の開発

シャボン玉石けん㈱ なし

重点 テーマ名 代表研究者 共同研究者

希少金属・資
源リサイクル

リチウムイオン電池のリサイクルのためのリチウ
ム回収プロセスの開発と実用化

レアメタル技研㈱ 日本磁力選鉱㈱

プラスチック
資源循環施設における、廃プラスチック等のAIロ
ボット自動化選別回収システムの開発

㈱ビートルエンジニアリング
㈱西原商事ホールディングス
㈱ドーワテクノス
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令和５年度 北九州市環境未来技術開発助成事業 採択テーマ一覧
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別紙１



「循環型社会」及び「脱炭素社会」の実現に向けた市内の環境技術の集積及び環境産業の振興に資するため、

新規性、独自性、実現性の高い「環境技術」の研究に対して研究開発費の一部を助成します。

１ 助成内容

※市内中小企業：中小企業基本法で定める中小企業者で、市内に事務所、事業所（研究施設を含む）を有する者。 

ただし、大企業（中小企業者以外）が単独で当該中小企業の株式１／２以上を保有する場合を除く。 

※複数年の実証研究の場合も、毎年度申請・審査があり、次年度以降の採択・金額を保証するものではありません。

実証研究
社会システム研究 FS研究

事業化チャレンジ枠 一般枠

対象分野 

重点分野及び当該分野

に準じ市長が特に認め

る分野の実証研究のう

ちより事業化及び雇用

創出が特に見込まれる

研究 

廃棄物処理・リサイクル

技術、環境保全技術、環

境に配慮した製品開発

技術、新エネルギー・省

エネルギー技術の研究

開発

環境産業の展開におい

て重要となる原料の確

保や物品の流通など循

環型社会の実現及び低

炭素社会の実現に向け

た社会経済システムの

研究開発

実証研究を行う前段階

としての技術的内容、市

場性及び経済性等の調

査・研究

(1)市内中小企業が

中心となって実施す

る場合 
対象経費の２/３以内 

※重点分野及び当該 

  分野に準じ市長が 

  特に認める分野の 

みを対象 

対象経費の２/３以内

(2)市内の大学等が

中心となって市内中

小企業と共同で実施

する場合 

対象経費の１/３以内

(重点分野は１/２以内)
対象経費の２/３以内

(1)(2)以外の場合 
対象経費の１/３以内

（重点分野は１/２以内）

限度額（１テーマ当

たり１年度）
１，５００万円 １，０００万円 ２００万円

助成期間（１テーマ

に対する）
原則１年 最長３年間 原則１年

【重点分野】次の６分野を重点分野とします。これらの分野は採択にかかる審査において加点します。

① 希少金属・資源のリサイクル

② 新エネルギー・省エネルギー及び工場廃熱等未利用エネルギーの導入・普及

③ 水素エネルギーの導入・普及

④ バイオマスの活用 

⑤ プラスチック関連分野 

⑥ 脱炭素関連技術 

北九州市環境局

令和５年度 北九州市環境未来技術開発助成

別紙２



２ 助成対象者

次の要件を全て満たす方が対象となります。

（１）市税を滞納していないこと

（２）研究開発を確実に行うに足りる能力を十分に有していること

（３）暴力団、暴力団員、暴力団員と密接な関係を有する者のいずれにも該当しないこと

（４）次項のいずれかに該当すること

・実証研究

①北九州エコタウン実証研究エリア内で「実証研究」を行う者（原則）

②実証研究エリアで実施することが困難等、実証研究エリアで実施しない相当の理由がある場合で、

かつ市内で実証研究を行う者

・社会システム研究

①市内に事業所（研究機関を含む）を置く企業であって、主に市内で研究開発を行う者

②市内企業と共同で、主に市内で研究開発を行う者

・ＦＳ（フィージビリティスタディ）研究

①市内に事業所（研究機関を含む）を置く者

②市内企業と共同で、研究を行う市内の者

３ 助成対象経費

令和５年４月１日から令和６年２月２８日の期間中で研究開発に要した以下の経費です。

①原材料費、消耗品費、②機械装置等の購入費、③機械装置等のリース料等、

④外注加工費、⑤直接人件費、⑥外部講師等技術指導費、⑦工業所有権の導入経費、

⑧調査費、旅費、⑨その他市長が認める経費

４ 審査について

採択にあたっては、以下の項目をについて総合的に審査します。

①研究の必要性、②研究の新規性・独自性、③目的の明確性、課題解決方法の妥当性、

④計画の妥当性、⑤市内での事業化、⑥北九州市への貢献性

５ 事業スケジュール（予定）

４月１７日（月）～５月１９日（金） 計画書受付

７月上旬 検討会（研究内容プレゼンテーション）
７月中旬 採択決定

１１月～２月 訪問検査（研究進捗および経理書類確認）

３月上旬 実績報告書提出（研究成果、経理書類）

３月上旬 成果報告会（研究成果プレゼンテーション）

３月下旬～４月 交付額確定、助成金支払

６ その他

・ 本事業へ申請する研究テーマと同一または同一とみなされる内容を本市(本市外郭団体を含む)が実施

する他の補助金等に申請することはできません。（重複申請の禁止）

・ 計画書等の各種書類は下記ＨＰからダウンロードして下さい。

【お問い合わせ】

北九州市 環境局 環境イノベーション支援課 担当：野見山、濵邉（はまべ）

〒803-8501  北九州市小倉北区城内１番１号

TEL：093-582-2630     FAX：093-582-2196

MAIL：kan-innovation@city.kitakyushu.lg.jp

HP：https://www.city.kitakyushu.lg.jp/kankyou/file_0474.html 


